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水道分野を取り巻く事業環境は，拡張から維持管理の時代へと移

行しつつある。維持管理では，自然災害や熟練技術者の減少など

に起因するリスク全般に対する体制の整備とともに，日常的には，

水質と水量の面で需要家の求める安全で安心できる水道水の供給

が求められる。また，厚生労働省からは，リスク管理を考慮した「水

安全計画策定ガイドライン」が発行され，2011年度中の計画策定

が推奨されている。

日立グループは，上水道の運転情報を管理する監視制御システム

を提供している。持続可能な水道供給を支えるため，現在，蓄積

した水質・運転情報を高度に情報処理してユーザーを維持管理の

点から支援する新たな監視制御技術および情報処理技術の研究開

発に取り組んでいる。

1.　はじめに

社会と需要家の安心を支えていくためには，蛇口から直
接飲むことのできる安全でおいしい水を安定して供給でき
ることが必要である 1）。この水道は，維持管理中心の時代
に入ったと言われている。
維持管理においては，近年，（1）地震や気候変動に伴う

豪雨など，自然系の危害への対処，（2）事業運営の合理化
や経済性の追求に伴う設備更新の遅れ，熟練技術者の減少
など，社会的な課題への対応，および，（3）おいしさの向
上に代表される新たな需要家ニーズへの対応が特に重要視
されている。また，東日本大震災を契機として，水道シス
テム本来の安全・安定について再度見直すことの必要性も
主張されている 2）。
これらの課題に対する施策として，例えば，管路の耐震

化や浄水施設の性能向上，アセットマネジメントの導入に
よる合理的な設備更新計画の策定，技術研修の充実，研究
施設の立ち上げによる高度化技術の検討など，ハードウェ
ア・ソフトウェア両面での提案がなされている。また，関

係省庁や業界団体からガイドラインや手引きが発行されて
おり，これらに従えば，一定レベルでの安全・安心な水道
水のための管理が実現される 3），4），5）。
日立グループは，これまで水道における監視制御システ
ムや情報管理システムを提供してきた。上述した施策だけ
でなく，これらのシステムを適切に利用した継続的な
PDCA（Plan，Do，Check，and Action）サイクルによって，
さらに高レベルの維持管理の実現が可能と考える。そこ
で，今般新たに，リスクに基づく維持管理，および，蓄積
した情報を活用した運転支援の2点をコンセプトとするシ
ステムを開発した（図1参照）。
ここでは，HACCP（Hazard Analysis and Critical Control 

Point：危害分析・重要管理点）手法を適用した情報システ
ム（水安全管理システム）と，シミュレーションモデルや
新たな水質指標に基づく浄水施設の運転制御技術（浄水膜
ろ過最適制御，高濁度対応薬品注入制御），および，水質
計測技術について述べる。

需要家ニーズ

・・ 水安全管理（HACCP）システム ・・ 浄水膜ろ過最適制御
・・ 高濁度対応薬品注入制御
・・ 浄水処理プロセスシミュレータ
・・ 配水管路水質シミュレータ

・・ 多項目水質計測システム
・・ 膜損傷検知システム

・・ 環境負荷低減型水運用システム
・・ 配水コントロールシステム
・・ 水道管路維持管理支援システム
・・ アセットマネジメントシステム
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AQUAMAX-AZ/SP， AQUAMAX-DW

安全 おいしさ

図1│安全・安心な水道供給に貢献するシステムとソリューション
水道に関わる危害のリスク低減に向け，監視制御システムとその情報を有効
に活用したソリューションを提供する。

注：略語説明　HACCP（Hazard Analysis and Critical Control Point）
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2.　水質安全のための情報システムと計測技術

2.1　水安全管理システム
水源から給水栓までの総合的な水質管理の強化を目的と

して，厚生労働省は水安全計画策定ガイドライン 4）を発行
し，2011年度までの計画立案を推奨している。水安全計
画には，国際的な衛生管理手法であり，危害事象のリスク
を考慮するHACCPの考え方が導入されている 6）。
水安全管理システムは，計画の策定・運用・管理状況を

確認するための情報システムである（図2参照）。厚生労
働省のガイドラインに準拠しており，危害分析やドキュメ
ント作成・管理を実施する適用支援機能を備えている。ま
た，中央監視制御システムとオンラインで接続でき，蓄積
した大量の水質・運転操作情報のデータを活用した運用支
援機能を有している。
2.1.1　適用支援機能
適用支援機能は，水安全計画の策定フローの各ステップ

でユーザーを支援する（図3参照）。
危害分析のステップでは，水道の各工程に関連してあら

かじめ登録されている危害事象から選択または事象を追加
し，リスクを定量的に評価する。リスクが大きい事象に対
しては，具体的な管理措置を設定する。リスクが小さな事
象は残余リスクとして認識され，漏れなく定期的な見直し
の対象とすることができる。
作成するべきドキュメントのうち，管理措置表は最も重

要なものの一つである。システムでの作業性を向上させる
ため，管理措置の設定のステップでのHMI（Human 

Machine Interface）には管理措置表の様式を採用した。重
要な管理点の選定と管理基準値の設定を効率よく進めるた
め，データ分析機能を備えた。管理措置表のセルに対応す
るリンクで，独自の詳細分析のための画面に展開する
（図4参照）。管理基準は，DB（Database）上のデータを使っ
た統計的手法や，残留塩素の濃度減衰などのモデル計算手
法を使って定量的に求めることができる。さらに，任意の
計算モデルを追加できる構成としているため，事業体独自
のノウハウに基づく評価式の適用も容易となっている。
2.1.2　運用支援機能
運用支援機能は，システムに格納したデータの「見える
化」によって日常の運用を支援する機能である。具体的に
は，類似検索機能，異常時の対応措置（ドキュメント）提
示機能，シミュレータとの連携機能などを備えている。
例えば，類似検索機能は，現在の水質条件と類似した過
去の日時を高速で探索・抽出し，そのときの運転条件（凝
集剤注入率など）を類似度のスコアとともに支援情報とし
て表示する。経時変化のパターンまたは複数の水質の組み
合わせパターンに関しても検索が可能であり，この機能に
よって，熟練していないユーザーでも運転条件の妥当性判
断や，運転条件の適切な調整が可能である。
このシステムにより，以下の6点が期待できる。

（1）ガイドラインに沿った計画策定とドキュメント管理の
効率化
（2）PDCAサイクルの円滑な運用
（3）水質管理の適正化と緊急時対応の高速化
（4）科学的な根拠に基づく水質情報公開による説明責任の
担保
（5）第三者委託時のトレーサビリティ向上

策定 ・ 推進チームの編成

水道システムの把握

危害分析
レビュー

管理措置表

計画の妥当性確認と
実施状況の検証

文書と記録の管理

対応方法の設定

危害抽出
リスクレベルの設定

管理措置の設定
管理措置の設定
監視方法 ・

管理基準の設定

図3│水安全計画策定フローと管理措置表の画面例
厚生労働省のガイドラインに従った適用支援ツールである。
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図2│水安全管理システムの構成
事業体全部署で情報を共有することで，危害発生時の迅速な対応が実現できる。

注：略語説明　LAN（Local Area Network）

図4│管理基準設定画面
実測データを使った統計計算やモデル計算の機能を有しており，科学的根拠
に基づいた管理基準値を設定可能である。
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（6）ノウハウ蓄積，人材の育成・強化

2.2　水質安全に貢献する計測技術
水質安全に関しては，取水，浄水処理，ろ過池を経て給

水栓末端での管理に至るまで，多くの水質計が用いられ
る。ここでは，水質安全に貢献する水質計として，
「AN700A形無試薬式配水水質モニタ」と「AN455C形粒
子計測機能付高感度濁度計」について述べる。

AN700A形と水質監視システムによる広域水質監視シ
ステムは，配水池などの公共施設から一般家庭への配備へ
と展開され，また，AN455C形はろ過池の濁度・維持管
理を粒子数計測という新しい指標で提案する。こうした計
測技術により，浄水場から管路網の広範囲に及ぶ水質の安
全監視が行われている。
2.2.1　AN700A形による広域水質監視システム
日立グループは，厚生労働省の水道法施行規則第15条
に示されている毎日検査の自動化に貢献する水質計シリー
ズとして，AN700A形と，この製品を有効活用するための
水質監視システムを提案している。その目的は，給水栓末
端の水質安全性監視とその監視システムの容易な構築で
ある。
従来の水質監視装置が幹線系の設置にとどまっていたの

に対し，設置が容易なこの製品によって監視ポイントを末
端まで拡大し，給水区域全体の水質監視を行うことによ
り，水道水の安全性が飛躍的に向上する（図5参照）。こ
の中には単に水質計の技術向上のみならず，最新の ITを
応用した新しい通信方式による水質データ収集と水質監視
システムの考え方も盛り込まれている。配水末端に
AN700A形を配置し，上位に「DMT700形データモニタ」
を配置することで水質監視システムが構築され，状態監

視，トレンド表示，帳票出力などが可能となる（図6参照）。
2.2.2　AN455C形によるろ過池の管理

1996年に「水道におけるクリプトスポリジウム暫定対
策指針」が示されて以降，浄水場のろ過池出口の濁度管理
を0.1度以下とすることは，周知されるところである。ま
た，ろ過池の運転管理についても，2007年に改正された
「水道におけるクリプトスポリジウム等対策指針」の中で
詳細に規定されている。そうした背景の中，ろ過池の運転
管理の一つの指標として，濁度と並んで粒子径および粒子
数を直接管理し，ろ過池の状況を具体的に把握する管理が
提案されている。AN455C形は，こうしたろ過池の管理
に最適な水質計である（図7参照）。AN455C形を実際の
ろ過池出口に設置し，濁度と粒子数を測定した結果を示す
（図8参照）。粒子の主体は粒子径1～3 µmが多く，濁度の
変化に相関している。
このように，濁度計ではマクロな変化を把握できるが，
粒子計を組み合わせることにより，どの粒子径の濁質が変

配水池
AN700A形

AN700A形

AN700A形

AN700A形の外観 AN700A形

AN700A形

通信回路

・ ・ 学校， 給食施設
・ ・ 食品関連施設付近

・ ・ 配水管網末端
・ ・ 停滞水発生予想箇所

・ ・ 本管の分岐点
・ ・ 配水ブロック末端

浄水場

配水本管
（管径400 mm以上）

配水本管
（管径100～350 mm）

図5│ AN700A形無試薬式配水水質モニタの外観と水質監視システム
配水管路網に多項目水質計を配備することにより，水質のさまざまな情報を
収集できる。

変換器

加圧脱泡槽

質量流量計

検出器

図7│AN455C形粒子計測機能付高感度濁度計
試料水と電源の供給で即座に測定が可能なオールインワンの分析計である。

DMT700形データモニタ

パケット通信網

アンテナ

ルータ

通信機

最大16台

屋外収納盤

屋外収納盤設置例
1，400×800×500（mm）

内蔵通信
ユニット

図6│水質監視システムの概要と屋外収納盤設置例
DMT700形データモニタと組み合わせることにより，水質監視システムが容
易に構築できる。PC上に，トレンド，帳票，状態監視の各項目が展開される。
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動しているのかをダイナミックに把握できる。こうした変
化をデータとして蓄積することにより，ろ過池の状況を的
確に把握でき，ろ過池の洗浄周期，捨水時間の最適化が可
能となる。また，膜ろ過装置においては，膜損傷の状況が
濁度変動とともに粒子数変動として的確に把握でき，安全
性確保のための重要なセンサーとして位置づけることがで
きる。
水質安全は，決してその監視を緩めることのできない水

道事業における重要なポイントである。そうした状況の中
で，水質センサーの技術は重要であり，いかに安全で良質
な水道水を供給していくかが，水道に関わる事業者側の命
題である。今後とも，さまざまな角度から水道を見つめ，
新しい技術・製品を提供し，貢献していく所存である。

3.　監視制御システムにおける制御技術

3.1　浄水膜ろ過最適制御
膜ろ過処理は，ろ過水質が良好，維持管理が容易，病原

性原虫をほぼ100％除去可能などの特長を有している。小
規模の浄水施設を中心に施設数は増加しており，2009年
度末時点で709件（計画含む）に達した 7）。近年の傾向と
して，5万m3／日以上の中・大規模の施設も建設されてき
ている。今後も，水道施設に甚大な被害を受けた地域など
での導入が進む可能性がある。また，十分な水量確保の観
点だけでなく，汚染地下水の使用を回避するため，規模に
よらず表流水を原水とするケースが増えることも予想さ
れる。
表流水は地下水や伏流水に比べて水質の変動が大きく，

膜の目詰まりが進行しやすい。膜が目詰まりすることで，ろ
過ポンプ動力が増大し，電力消費量として環境負荷が大き
くなる。この目詰まりの対策として，膜ろ過処理の前段に
凝集剤注入などの前処理を備える方式がある。一般に，凝
集剤を多く注入すれば膜の目詰まり進行を抑制できるが，
薬品消費量および汚泥発生量としての環境負荷が増大する。

日立グループは，この環境負荷を最小とする最適な前処
理条件およびろ過処理条件で運転できる浄水膜ろ過監視制
御システム「AQUAMAX-ft」を開発した（図9参照）。原
水水質の変動に応じた最適な運転条件は，膜差圧予測モデ
ルあるいはANN（Artifi cial Neural Network）を用いて算出
され，自動運転が実行される。
このシステムの特徴である膜差圧予測モデルは，原水水
質と凝集剤注入率，ろ過時間を入力し，膜差圧の将来の変
化を予測するものである。一方，ANNは±10％の精度で
膜差圧の変化速度を予測することができる 8）。特に，予測
モデルで考慮していない水質項目の変化に対し，過去の事
例を教師データとした補正に活用できる見込みである。
膜差圧の予測値が得られれば，電力消費量を最小とする
解，あるいはLCA（Life Cycle Assessment）としての環境負
荷を最小とする解を探索することができる。
この解に基づいた制御を実施することで，環境に配慮し
た膜ろ過処理を実現できる。なお，このシステムは評価式
の変更によって，運転コストを最小化する運転条件を求め
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図8│AN455C形のろ過池出口での測定例
濁度変動がどの粒子径の粒子数変動に起因するかが確認可能である。
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図9│浄水膜ろ過監視制御システム「AQUAMAX-ft」
膜差圧予測モデルに基づく制御で，原水水質に応じた適切な運転を実現する。
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ることも可能である。実河川水を対象とした実証試験の結
果，運転コスト削減効果は1.8～47.9％（平均25％）であっ
た（図10参照）9）。

3.2　高濁度対応薬品注入制御技術
上水道・水道用水供給事業では，急速ろ過法を用いる割

合が浄水量基準で77.4％を占めている（2008年度）10）。こ
の急速ろ過法では，原水水質に対応した薬品注入量の調整
が重要とされている。しかし，近年，熟練職員の減少，水
質基準の強化，外部委託の増加を背景に，薬品注入にかか
わる技術ノウハウの継承が課題となってきている。この対
応策の一つとして，日立グループでは監視制御システムに
よる薬品注入の自動制御機能を提供している。
現行の監視制御システムには，原水や浄水工程における

濁度などの水質を指標とした凝集剤注入制御機能がすでに
実装されている。今回，豪雨など原水水質が急変する条件
下での性能を強化するため，残留したAl（アルミニウム）
の濃度に基づいた制御技術を開発した 11）。
この制御では，原水水質に基づくフィードフォワード制

御，および，Al濃度と沈殿処理水濁度に基づくフィード
バック制御によって凝集剤注入を実行する（図11参照）。

沈殿処理水濁度増加の原因と考えられる微小フロックに着
目した点が特徴であり，混和水からの微小フロック分離装
置およびフロック中のAl計測装置を備えた。混和池直後
で混和水を計測することで，沈殿処理水の水質を指標とす
る現行の制御に比べて短時間のフィードバックを図ること
ができる。その結果として，原水水質の急変に対応できる
と考えられる。

Al濃度計測には，エリオクロムシアニン試薬（ECR：
Eriochrome Cyanine Red）と酢酸緩衝液を使った吸光光度
法を適用した（図12参照）。
計測したAl濃度を基に，Al残留率という指標を求め，
この値を用いることで凝集剤の注入率を補正した。この
Al残留率は，注入された凝集剤に含まれるAl濃度に対す
る未凝集Al濃度の比として定義した。
模擬水道原水を用いたパイロットプラント（処理流量：

3 m3／日）によって，開発方式の制御性能検証試験を実施
した（図13参照）。濁度が100度まで急激に上昇する原水
条件において，開発方式では速やかな凝集剤の補正がかか

FB演算
±ΔPACPAC0

FF演算

水質計

PAC アルミニウム計測

微小フロック分離装置

原水

混和池 フロック形成池 沈殿池

沈殿
処理水

アルミニウム残留率目標値

（微小フロック）

（フロック分離）

PAC ＋濁質

図11│アルミニウム濃度に基づく凝集剤注入制御
凝集剤に含まれるアルミニウムを制御指標に用いることで，原水濁度が急増
した場合でも短時間で適切な凝集剤注入率を決定する。

注：略語説明　 PAC（Poly Aluminum Chloride），FF（Feed-forward），FB（Feed-back），
PAC0（基本注入率），ΔPAC（補正注入率）
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図12│アルミニウム計測フロー
微小フロック中のアルミニウムを溶解し，吸光光度法によって定量する。

注：略語説明　ECR（Eriochrome Cyanine Red，C23H15Na3O9S）
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ることで，沈殿処理水濁度を目標値1度に対して±0.3度
の範囲に管理できることを確認した。また，年間を通じた
この方式の適用に向けて，低濁度原水にも注入率の適正化
に寄与できる見通しを得ている。
この技術は，熟練職員の減少や運転管理におけるノウハ

ウの継承に関する課題を解決し，高レベルな水質の水道水
の安定供給に寄与することが期待できる。今後，フィール
ド試験を経て監視制御システムへの実装を図る。

4.　おわりに

ここでは，HACCP手法を適用した情報システム（水安
全管理システム）と，シミュレーションモデルや新たな水
質指標に基づく浄水施設の運転制御技術（浄水膜ろ過最適
制御，高濁度対応薬品注入制御），および，水質計測技術
について述べた。
地震・豪雨など自然由来の危害が頻発する中，リスクの

概念を適用した維持管理の導入は，この先起こりうる事象
を想定し，具体的な対応方法を継続して確立していくうえ
で有用である。
また，水質や施設の情報を管理し，その情報を運転制御

などへ活用する技術は，今後ますます増えることが見込ま
れ，維持管理業務の支援だけでなく，より効果的なサービ
スソリューションの提案へと発展させることができる。
日立グループは，これからも積極的な研究開発と製品化

およびサービスへの展開を通して，これまで以上に安全・
安心でサステイナブルな水道事業の構築に寄与していく考
えである。
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